
柳川大川地区大規模漁場保全事業調査
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石田祐幸•松田正彦・ 上田拓・山本千裕
．． 

相島 昇・林 宗徳・尾田成幸

本県有明海 においては． 底質環境の悪化等により漁獲

紐が減少傾向にあるため． 漁場環境の保全・改良が望ま

れている。 本調査は． 既往知見をふまえ． 漁場環境調査

や生物生息分布調査等を行うことにより． アサリ， サル

ボウ， クルマエピ． タイラギの生息に適した漁場造成適

地の選定や， 造成予定地での耐久性の検討等を行い， 覆

砂による漁場保全に関する全体計画策定を行うことを目

的とした。

I 環境調査

1 深浅測量

方 法

図1の深浅測益区域(1,200m X 1,500m)において， 音

評探知機(PDR -120型）を用いて50mピッチの測祉を行っ

た。

結 果

測絨結果を図2に示した。 深浅測絨区域は， 有明海の

東北部沿岸に分布する干混（沿岸洲）およびその外縁部

に位置し， 区域の北西部には沖ノ端川から南へ延びる澪
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図1 調査区域

＊長崎県稔合水産試験場

＊＊福岡県企画板興部
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漁海況予報事業
一浅海定線調査 一

尾田成幸・ 小谷正幸・林宗徳・相島昇

I 有明海湾奥部の海況と水中栄養成分の消長

この調査は． 有明海福岡県地先の海況を把握すること

によって漁場保全及び漁業生産の安定を図り， また． 海

況変動を予測 し漁業生産の向上を図るための基礎脊科を

得ることを目的とする。

平成8 年度調査結果をここに報告する。

方 法

調査は． 毎月1回原則として朔の大潮時（旧暦の1日．

2日の2日間）の昼間満潮時に実施した。 観測 地点は図

1に示す18地点で． 観測層は表庖及び底層の2層で． 沖

合域の6 地点(L, ~L,)では， 表層． 5 m層． 底層の

3層である。

観測項目は一般気象および一 般海象である。 分析項目

は， 塩分， 化学的酸素要求紐(COD)． 浴存酸素(DO),

亜硝酸態窒素(NO, -N) ． 硝酸態窒素(N0 3 -N),

アンモニア態窒素(NH,-N)． 珪酸塩(SiO,-Si),
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燐酸塩(PO,-P) の8項目である。 分析 方法は， 珪酸

塩燐酸塩， 亜硝酸態窒素， 硝酸態窒素， アンモニア態

窒素および塩分は海洋観測 指針 1

) の方法， CODおよび

DOは新編水質汚濁調査指針 2
) の方法に従った。

調査結果

全点平均と平年値（昭和41年度から平成7年度までの

30年間の平均値とする， ただし DOと CODは昭和47年

度から平成7年度までの24年間の平均値とする）の変動

を図2, 表層と底層の平均値の変動を図3, 地点別の水

質変動を図4-1～図4 -10, 九州農業試験場が観測

した筑後市羽犬塚の気温および降水最の旬変動を図5に

示した。

水 温

気温の影響を受け夏季に高く冬季に低い傾向で推移し

た。 全点平均値は， 平年値と比べると， 4, 5月にやや

低めで， 1 1月に著しく高めであった。 それ以外は平年並

みから高めで推移した。

最高値は8月にふの表層で28.4℃， 最低値は 1月に

S1, L1の底層で8.2℃であった。

塩 分

全点平均値は， 平年値と比べると5, 7月に高めで，

6 ,  8, 1, 2月に低めであった。 それ以外は平年並み

で推移した。特に， 5月の塩分は過去10年間で最高値を

示した。

最高値は5月に L8の底層で32.36, 最低値は8月に SA

の表陪で15.51であった。

透明度

全点平均値は， 平年値と比べると4 から6月にやや低

め， 8月に低め， 9. 10月にやや高め， 1 1, 2, 3月に

高めであった。 それ以外は平年並みで推移した。

最高値は2月にL，で5.3m, 最低値は12月 と 1月に

Sl, Sぷで0.4m であった。

D 0 

夏季に低く， 冬季に高い傾向で推移した。 全点平均値

は平年値と比べると4月から8月にかけて高め碁調で推

移し， 特に5月に著しく高めであった。 以後9月にやや
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漁場保全対策推進事業

尾田成幸・林 宗徳・相島 昇

有明海福岡県地先の漁場環境を監視し，漁獲対象生物

にとって良好な漁場環境の維持，達成を図るため．国の

定めた漁場保全対策推進事業調査指針に従い有明海沿岸

域における水質現境及び底質環境を調査したので，平成

8年度の結果について報告する。

なお，水質調査については．昨年度までは陸上からの

巡回による調査を行っていたが，本年度からは県調査船

を用いて海上から調査した。

方 法

1.水質調査

調査は原則として平成8年4月から平成9年3月まで

毎月1回上旬の小潮の満潮前後に．図1に示した14定点

で行った。また，調査時には海岸の漂流物や河川等から
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図1 水質調査地点

の汚水等の流入についても監視を行った。 採 水層は

0,2.5,5.0,B- lmの4層とし，各調査地点の水深により

決定した。調査項目は必須項目として天候，雲批，風向，

風速（力），気温，水深，透明度，水温，塩分，溶存酸素

(DO)，追加項目としてpH（水素イオン濃度）である。

各調査地点の採水層及び調査項目を表1に示した。

測定及び分析方法は以下の通りである。

水深 ：音押探知法

透明度：セッキ盤（透明度盤）

水温 ：水銀棒状温度計

塩分 ：サリノメ ー タ ー （渡部計器製作所

MODEL601 MK-N) 

DO :ウインクラ ー法

pH : pHメ ー タ ー (TOA MODEL HM-20E) 

表1 各調査地点における採水層と調査項目

採水彫(m)
2.5 5.0 

調査地点
0 0 

Stn. 1 ． 

Stn. 2 ゜

Stn. 3 ゜

Stn. 4 ゜

Stn. 5 ． 

Stn. 6 ゜

Stn. 7 ゜

Stn. 8 ． 

Stn. 9 ゜

Stn. 10 ゜

Stn. 11 ． 

Stn. 12 ． 

Stn.13 ゜

Stn.14 ゜
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2.生物モニタリング調査

調査は平成8年5月と平成8年9月の2回．図2に示

した3 定点において行った。採泥はエクマンバ ー ジ型採

泥器（採泥面積0. 0 2 2 5m')を用いて行い．採媒し

た底泥の0 ~ 2 cm層の一部を冷蔵し．実験室に持ち1届っ

た後．粒度組成．COD, TS（全硫化物）の分析に供し

た。残りの底泥は．船上で 1 mm目のふるいを用いて全

ての生物（動物）を選別し．マクロベントスとしてその
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貝毒成分・有害プランクトン等モニタリング事業
(1)モニタリング情報活用事業

林 宗徳・尾田 成幸·相島 昇

国の定めた赤潮情報伝達要項に基づき， 有明海福岡県

地先における赤潮の発生とその分布状況に関する情報の

交換を関係各県の相互間において実施し． その結果を漁

業者等に通報し， 赤潮被害の軽減を図る。

方 法

赤潮情報は漁業者や関係各県の水産研究機関などから

収集した。 この様にして， 赤潮情報を得ると． 調査船を

用いて現場での調査を実施し． この結果を関係機関に伝

達するとともに， 必要に応じて漁協等にも情報提供を行っ

た。

調査項目は赤潮発生の範囲， 水温， 水色． 赤潮原因プ

ランクトンの種類及び発生密度で， 必要に応じて栄養塩

類の分析も行った。

硲
川
町

m 

図1 Thalassiosira spp他(7月8日～ 7月］6日）

プランクトンの計数は． 原則として直接計数法を使用

した。

結

平成8年度の赤潮発生件数は， 前年度よりも1件少な

い4件であった。 赤潮優占種の内訳は珪藻類によるもの

が 2件． 渦鞭毛藻類によるものが1件． 原生動物類によ

るものが1件で． それぞれの赤潮発生状況及び発達状況

を表1及び図1 ～図4に示した。

本海域で最も問題となるノリ養殖時期の赤潮発生につ

いては． 2月17日にNitzschia spを優占種とする赤潮

が発生しただけであったが． 平成8年末から珪藻類が赤

潮状態に近い状態で3月末まで存在していた。

O_____l____L__J km 

果

図2 Mesodinium rubrum他(8月27日）
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貝毒成分・有害プランクトン等モニタリング事業
(2)貝毒成分モニタリング事業

尾田 成幸・林宗徳・相島 昇

この調査は有明海福岡県地先における貝類の甜化の有

無をモニタリングすることで， 食品としての貝類の安全

な出荷を図るとともに， その毒力， 貝毒の出現時期， 貝

毒原因フ
゜

ランクトンの出現動向や発生時期および漁場環

境をあわせて調査することによって， 貝毒の毒化現象と

漁場環境との関連性を検討し， 貝毒発生による漁業被害

の防止を計ることを目的とする。

方 法

調査は， 5月から9月まで， 毎月1回の計5回実施し

た。 調査時期および検体数は表1に示した。

表1 貝舜および毎化原因プランクトンの調査時期と検体数

水域 項 目 種 類／月 5 6 7 8 9 合計

有
麻痺性貝甜 アサリ I 1 1 1 1 5 

および

明
下痢性貝毒 サルポウ - l l l - 3

アレキサンドリウム属
貝毒原因

および 1 2 2 2 l 8 
海 プランクトン

デイノフィシス属

表2に有明海福岡県地先におけるアサリの漁獲砒を示

した。 近年アサリの生産措は極端に減少しており全国的

にも減少傾向にあるが， 当海域では平成3年からやや増

加傾向にある。 アサリ漁業は有明海においてノリ妾殖に

次ぐ主幹漁業であり， 漁獲批も他貝類に比べて多く． 主

要な漁獲物であるので調査対象貝類とした。 また， 貝類

の毒化が全国的に広域化しており， 監視体制を強化する

上で， 当海域でアサリに次ぐ漁獲物であるサルボウも本

年度より調査対象貝類とした。

表2 福岡県有明海のアサリの漁獲溢

年 次 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

漁獲証 福岡県 725 おl 1,163 1,379 1,350 3,079 6,095 
（有明海）

（トン）全 国 80,732 71,199 65,353 59,038 57,356 46,597 49,466

＊福岡戻林水産統計年報より

調査地点を図1に示した。 調査項目は． 水質． プラン

クトン， 貝毒である。

水質調査については． 表層及び底層の水温． 塩分．

DO, COD及び栄養塩類を測定した。

プランクトン調査については． 表層及び底層の海水

2 lを採取して， ホルマリン100mlを加え静骰沈殿濃縮

を繰り返し20mlに濃縮し． プランクトンの同定 ・計数

に用いた。 同定・計数は， 毒化原因プランクトンについ

て行った。

貝毒調査については． 試科を生剥き身にして凍結保存

し速やかに検査機関に搬入し． 麻痺性貝毒および下痢性

貝毒の検査を行った。 検査は．（財）日本缶詰検査協会

福岡検査所に委託した。

アサリ・サルポウ
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図1 調査地点
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赤潮対策技術開発試験
ー海洋微生物活用技術開発試験 一

林 宗徳・ 尾田 成幸・相島 昇

有明海福岡県海域では ， ノリ姜殖が行われる冬季に大

型の浮遊珪藻類を原因種とする赤潮がしばしば発生する。

このため． 海水中の栄養塩類濃度が低下し． その結果．

本海区の主要産業であるノリ養殖では 栄養塩不足に よる

色落ちのため． ノリの商品価値が著しく低下し． 経済的

に 大きな被害を引き起こしている。このため． 赤潮の発

生や終息を的確に予測して適切なノリ禿殖管理を行い，

被害を最小限にとどめることは漁業経営上極めて重要で

ある。本研究では． 当海域でしばしば 赤潮を形成する

Eucampia zodiacusの室内培迷における生理生態を究

明 し． 赤潮防除技術開発の支援技術の一環として基礎的

行科を蓄積することを目的とする。また， Eucampia

zodiacusのAGP試験を行い， 環境要因と組み合わせて

赤潮発生機構の解析を試みることにより AGPの予察の

指標性について検討することを目的とした。

方 法

1. 海洋調査

図1に示した沿岸定点， 沖合定点の2調査点において

平成7年12月から 平成8年 3月 にかけて海洋調査を行っ

た。採水は 表層， 2 m, 8- 1 m の3陪行い， それぞれ，

水温， 塩分， 溶存酸素， 無機三態窒素枇（以下DIN),

浮遊懸濁物批（以下SS)． クロロフィルa磁を測定した。

また， 北原式定掻プランクトンネットを用い， 水深1.5

mから 表陪までの鉛直曳網により採集したプランクトン

の沈殿批を求めた。

2. Eucampia zodiacusを用いた現場海水のAGP試験

試水は平成8年 4月18日， 5 月16日， 6 月17日， 7 月

15日， 8 月15日， 9月12日， 10月15日， 10月30日， 11月

11日， 12月11日， 12月25日， 平成9年 1 月 9日， 1 月24

日， 2 月 6 日， 2 月21日， 3月12日， 3月18日， 3月26

日に図1に示した2調査点（沖合， 沿岸）において採水

した表層水を使用 した。

試験藻は本研究所で無菌化したEucampia zodiacus 

の無菌株を用いた。試験藻は予め swM-m 補強海水で

培養し， 試験開始前1週間は塩分検定用の標準海水で飢

沖合:.i:1.'.(

． 
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図1 調査地点
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餓培養したものを用いた。現場海水は採水当日0.45µ m 

メンプランフィルタ ー で濾過したのち凍結保存しておき

後日まとめて解凍， 0.22µ mメンブランフィルタ ー でi慮

過滅菌した後 ， 550℃ . 4時間の熱処理で有機物等を除

去した5 ml 蛍光光度計分析用試験管に無菌的に5 mlい

れ， 試験藻を約500cells/ml の密度で接種した。培養温

度 は20℃， 光源は太陽光線に近い光質を有するTRUE

LITET"蛍光管を用い、 照度800/ X, 明12時間暗12時間の

条件下で培養を行った。 また， Eucampia zodiacusの

細胞数と蛍光光度計で求めたクロロフィル批の関係をあ

らかじめ求めておき， 培養試験管を直接， 蛍光光度 計で

クロロフィル屈をもとめ最大増殖時のl ml あたり の細

胞数に換符した値をAGP値とした。
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漁場環境調査指導事業

尾田 成幸・林 宗徳・相島 昇

ノリ時期の海水中の活性処理剤モニタリング

近年， ノリ投殖ではノリ葉体の藻類および雑菌消塀法

として， ノリ網を活性処理剤に浸す方法が用いられてい

る。 ノリ漁場で使用される活性処理剤は ， 有機酸が主成

分で ， 多屈に使用されると 海水 中のpH値を低下さ せる

おそれがある。 従って， 漁場保全の立場から， ノリ漁期

における海水 中のpH値をモニタリングしたのでここに

報告する。

方 法

満潮約1時間前後に採取した海水のpHを測定した。

本年度の活性処理剤の使用期間及び使用時間にあわせ

て， 調査は12, 1月の 7 時～17時の間に行った。 なお

対照として11月に 1回調査した。

結果および考察

調査地点は図1に示した 8 地点である。 海水のpHを

測定した結果， 平成8年度は対照とした11月18日と活性

処理剤の使用期間中の12月から1月の調査結果とを比較

すると， 前年同様に活性処理剤の影響と推察されるpH

値の低下は認められなかった（表1)。 なお， 12)]16日か

ら1 月27日までにpHの上昇が認められたが， こ れは珪

藻プランクトンの増殖による影響と思われる。

海水はそれ自体が緩衝作用を有することや， 有明海

では潮流がきわめて早く， ノリ姿殖 に使われた処理

剤は速やかに拡散混合する事な どから， 過去の調査

で も活 性 処 理 剤 に よ る と 思 われ る pH 値 の 低下は

観測されていない。

しかしながら， 処理剤については使用掻や成分など不

明な点も多く． 今後も監視を続けてゆく必要がある。

z

筑
後
川

●,i，�介地、9は
ロノリ漁場

0 I 2 3km 
・ 1 9 ・

．

7
.

ぃ口[W
5

,l
—r_�

 

.,lwn"
＂

 

図1 測定地点

表1 平成8年度のpHの測定結果

調査点／調査年月日 l]月18日 12月 4日 12月16日 12月30日 1 月 3日 1 月12日 ］月27日
J 8.11 8.18 8.27 8 41 8 6 9  8.41 8.45 
3 8.16 8.13 8.22 8 39 8 46 8.42 8 47 
5 8 19 8.12 8 21 8 37 8.45 8 43 8 45 
7 8.19 8.12 8.24 8 36 8.55 8 43 8.46 
， 8.15 8 10 8 29 8.46 8.50 8 42 8 50 
11 8 15 8.11 8.24 8.38 8 53 8 44 8 48 
13 8. 15 8.11 8.23 8.40 8 48 8 42 8 45 
15 8.18 8.10 8 24 8.36 8.44 8 40 8 43 

-240-



水質監視測定調査事業

林 宗徳・ 尾田 成幸・相島 昇

有明海福岡県地先海域は水質汚濁防止法第16条の規定

に碁づき， 環境基準監視調査水域に定められており． 環

境基準の類型別指定がなされている。 このため本県では

これらの水質維持達成状況を把握するため水質調査を実

施している。当研究所ではこの調査で試料の採水及び水

質分析の一部を担当したのでその結果を報告する。

方 法

図1に示した10定点で調査を行った。試料の採取は満

潮2時間前と満潮2時間後の計2回， 各 調査点の 0 m, 

2 m層で行った。調査は平成8年 5月． 8月． 11月， 平

成9年2月の各月に実施した。 当 研究所担当の調査項目

は 一般気象， 海象． 生活環榜項目．（pH, DO, COD, 

全リン． 全窒素）及びその他の項目（塩素イオン， リン化

合物． 窒素化合物）である。 なお生活環境項目の大腸菌

及びn ー ヘキサン抽出物， 健康項目， 特殊項目について

は保健環境研究所が分析を担当した。

結 果

本年度の類型ごとの要約値を表1に示した。

■ A類刑 ，淵如'.(
● B類JfLi恥代点
.& C類Jfl ，淵化，’.（
□ ノリ漁場

0 I 2 3km 

．

図1 類型別調査点位置図

pHの基準値はA, B類型で7.8~8.3, C類型では7.0

~8.3であり， C類型で75％値において基準値内であっ

たが． A, B類型では75％値で基準値を超えた。 これ は

2月の20検体中17検体が基準値を超えており， この当時．

海域全体で赤潮に近い状態であったためと考えられる。

表1 平成8年度水質類型別要約値

CODの墓準値はA類型で2 mg/ l, B類型 3 mg/ l, 

C類型8 mg/l以下と定められており， A類型で 6検体，

B類型で 1 検体が基準値を上回っていたが， C類型は 基

準値内であった。75％値においてはA, B, C類型とも

基準値内であった。

DOの基準値はA類型で7.5mg/l, B類型で 5 mg/ l, 

c 類型で2 mg/ l以上であり， A類型で15検体(8. 11 

月）基準値 以下であったが， B, C類型とも全地点で基

準値内であった。75％値においてはA類型も基準値内

であった。

類型

A 

B 

C 
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項 目 最小値

pH 8 00 

COD (mg/I) 0.33 

DO (mg/l) 5.38 

pH 7.96 

COD (mg/I) 0. 4 9

DO (mg/L) 5.07

pH 7.93

COD (mg/l) 0.83

DO (mg/I) 5 38

25％値 中央値 75％値

8.11 8.21 8.38 

1 26 1 54 1 91 

7.16 7 52 8 35 

8.09 8.20 8.37 

1.25 1 54 1.85 

6 90 7.42 8.00 

8 09 8 16 8.26 

1.30 1.79 2.14 

7 10 7.33 8.60 

む回川町

最大値

8 66 

4.72 

10.63 

8.50 

3.68 

10.37 

8 51 

4.45 

10 57 
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